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Abstract

This paper studies the empirical relationship between structural change and economic 
growth from a viewpoint of structural-bonus hypothesis and industrial clusters. As the 
result, it is found that for long periods there was a weak positive correlation between 
the contributions of structural change and labor productivity growth. But we also found 
that a sign of losing flexibility in the industrial structure and the vicious circle structure 
that preserves low productivity is the important cause which weakens influence to labor 
productivity growth of an industrial structure change.
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1　はじめに

　経済成長は，様々なアプローチから活発に議論されており，その中でも産

業構造変化が重要な成長要因とされている。吉川・宮川（2009）は，「経済

成長は事後的に資本，労働，全要素生産性（TFP）の伸びに分解できるが，

その背後には必ず産業構造の変化がある」と産業構造変化の重要性を強調し

ている。

　産業構造変化の主要な経験則について，吉村（2008）は「ペティ＝クラー

ク法則」「ホフマン法則」「機械工業化」「サービス経済化」の4つにまとめ

ている。ペティ＝クラーク法則によれば，経済成長につれて，産業構造の重

心は1次産業（農業）から2次産業（工業），最終的に3次産業（サービス業）

へ転換する。ホフマン法則は経済成長に伴う消費財産業と生産財産業の構成

比変化に注目し，経済成長につれて消費財産業の比率が低下するという。機

械工業化は基本的にホフマン法則の延長線にあり，重化学工業の重心が素材

型装置型工業から加工組立型工業へ移行するという。一方，サービス経済化

は比較的に新型の産業構造理論であり，産業構造変化が進行することにつれ

て，第1次と第2次産業のような実物を生産する産業よりも第3次産業のよ

うなサービスを提供する産業が主要産業になるというものである。上記の4

つの経験則のうち，ペティ＝クラーク法則とホフマンの法則が産業構造変化

理論の基礎であり，川畑（2006）と吉村（2008）はこの2つの基礎経験則を

援用し，産業構造変化の本質は「各産業の相対的重要度あるいは構成比の変

化である」としている。

　産業構造変化の実現手段として，生産要素（資本と労働）の産業間移動と

産業集積が挙げられる。生産要素の産業間移動とは，産業間生産要素の保有

量に格差があり，高生産性産業から低生産性産業へ生産要素が移動すること

により産業構造が変化することである。一方，産業集積とは一般的に「一つ

の比較的狭い地域に相互の関連の深い多くの企業が集積している状態」（伊
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丹ほか，1998）と定義される。本研究は，新興国が先進国からの支援を得な

がら健全な経済成長を得るために，自らの産業構造変化にどのように舵をと

るかに焦点をあて，生産要素の産業間移動と産業集積の視点から産業構造変

化に関して，これまでの研究文献をふまえ，理論的・実証的に整理し，健全

な経済成長を導く産業政策への貢献を求めた。

　以下，第2章では，生産要素移動を対象に構造的ボーナス仮説と硬直性問

題についてレビューをし，第3章では，MashallとSaxenianの集積理論を中心に，

産業集積に関する実証研究をサーベイする。第4章では，実際に，中国にお

ける産業構造変化と経済成長の関係を考察し，第5節では，本研究の結論と

して新興国の健全な経済成長を目指す産業政策のあり方検討の道を探る。

2　生産要素産業間移動

2.1　構造的ボーナス仮説のアプローチ

　生産要素移動と経済成長の関係に関する先行文献の多くは，「構造的ボー

ナス仮説（The Structure Bonus Hypothesis）」を巡り，検証をしている。

Cheneryらはその著書 Industrialization and Growth : A Comparative Studyで

「産業構造変化の経済成長への影響の強さはその国の成長段階によって異な

る」と論じている（Chenery et al.，1986）。その原因について，Timmer and 

Szirmai（2000）は，産業間に労働生産性の格差が存在するならば，労働生

産性の高い産業から低い産業へ生産要素が移動すると産業全体の労働生産性

は上昇するとしており，これが後に「構造的ボーナス仮説」として多くの研

究に検証されている。新古典派経済理論にも生産要素移動についての論述が

あり，「産業間の生産要素移動について生産性の低い所から高い所へ移動す

ることにより産出は増大しつつ，結果としてすべての産業で労働の限界生産

性が等しくなる」，いわゆる均衡状態になるという。この論述から，構造的ボー

ナス仮説は新古典派経済理論に基いているといえる。
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　Timmer and Sizrmai（2000）により構造的ボーナス仮説は以下のように定

式化している。

①

　ただし，LPは労働生産性，iは産業部門，Siは i部門の生産要素が全産業

に対する割合，Tは時点を表す。したがって，時点0からTにかけての労働

生産性の変化は以下のように分解できる。

②

　Timmer and Szirmai（2000）では，式2の右辺第1項を「内部的労働生産

性成長分」（Intra-branch productivity growth）と定義し，個々の産業におけ

る内生的な労働生産性成長分を意味する。右辺第2項と第3項はそれぞれ「静

態的シフト効果」（Static shift effect）と「動態的シフト効果」（Dynamic shift 

effect）と名付けられる。前者については，労働生産性の水準を固定し，生

産要素の割合の変化による労働生産性の成長分を表す。その結果が正であれ

ば，生産要素移動は労働生産性に正の影響を及ぼすことを意味し，構造的ボー

ナス効果が働いていると言える。後者については，労働生産性と生産要素の

割合が同時に変化する場合の労働生産性の成長分を表す。生産要素と労働生

産性の変化が同じであれば，その結果は正となり，その一方が負であれば，

結果は負となる。また同論文では，Dynamic shift effectが負の場合を構造的

バードン効果（Structural burden effect）と名付けている。さらに，Timmer 

and Szirmai（2000）はこの右辺第3項について，次のように説明している。

The last term is an interaction effect that arises because of the use of 
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a discrete fixed weight decomposition. One could use mean weights to 
eliminate this term, as in Syrquin (1984), but we retain it because this 
term can be given an interesting economic interpretation. As branches 
differ not only in terms of productivity levels, but also in terms of 
productivity growth rates, resource reallocation has both static and 
dynamic effects and a distinction between the two is useful. (Timmer 
and Szirmai, 2000, p.376)

　すなわち，式2の右辺第3項について，Syrquin（1984）では平均ウェイト

を用いて除去したが，Timmer and Szirmai（2000）では生産要素移動効果を

さらに静態的と動態的に分けたため，右辺第3項は生産要素が労働生産性伸

び率の高い産業へ移動することを表現している。

　構造的ボーナス仮説も限界がある。まず，生産要素が生産性の低い産業か

ら高い産業へ移動すると仮定しているが実際には，生産要素移動は決して低

生産性産業から高生産性産業への一方通行ではないことである。吉川ほか

（2011）は需要の変化を考慮してその反例を挙げており，「個々の企業，セク

ター，産業の生産に対する需要の落ち込みがあれば，労働生産性は瞬時に低

下するが，生産要素は瞬時に移動することは不可能のため，生産性の高い産

業から低い所へ移動することになる」としている。次に，吉川らが指摘した

ように，新古典派の均衡理論が生産性の低い所から高い所へという労働者の

移動を極端に強調していたが，マクロ経済の内部には需給両面のショックが

間断なく生じているため，均衡は永遠に成り立てないということである。

2.2　生産要素移動に関する先行実証研究からの示唆

　構造的ボーナス仮説に関する実証的な文献として，Timmer and Szirmai

（2000）のほか，Peneder（2002），Singh（2004）が挙げられる。また中国を

対象にした文献として，呂（2002），李・盧（2007）もある。これらの文献

はいずれもTimmer and Sizrmai（2000）の分析方法を利用しているため，以

下では分析方法に関する説明を省略する。
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　Timmer and Szirmai（2000）は，1960年代から1990年代にかけてのインド，

インドネシア，韓国および台湾の製造業13産業を対象に，労働生産性の成

長を「内部的労働生産性成長分」（Intra-branch productivity growth），「静的

シフト効果」（Static Shift Effect）および「動的シフト効果」（Dynamic Shift 

Effect）に要因分解している。その結論として，労働の産業間移動が観察さ

れたものの，その移動が労働生産性の成長に寄与した部分は極めて小さいこ

とが明らかにされている。とりわけ1990年代には，インドネシア，韓国お

よび台湾では構造変化効果がマイナスであり，労働は主に輸出加工業のよう

な労働生産性の低い産業に移動したため，「構造的バードン効果」（Structural 

Burden Effect）が確認されている。

　Peneder（2002）は，1990年から1998年にかけてのOECD28カ国の製造業

とサービス業を対象に，構造的ボーナス仮説を検証している。Peneder（2002）

の特徴は労働者のスキルレベルおよび外部サービスに対する依存度をも分析

に加えたことである。その結論として，労働力は相対的に労働生産性の低い

産業へ移動したため，労働生産性の成長に対する「構造変化効果」は非常に

小さいこと，移動した労働者のスキルレベルの低さも低い構造変化効果をも

たらした1つの要因であることを明らかになった。

　Singh（2004）は，1970年代から2000年代までの韓国の製造業を対象に，

企業規模要因もフレームワークに入れて，産業構造変化による労働生産性の

成長に対する影響を分析した結果，産業構造変化が1970年代の韓国製造業

の労働生産性成長に貢献したものの，その影響の大きさは次第に低下してい

くこと，中小規模企業では雇用の変化および資金の調達がより柔軟であり，

構造変化効果が大きいことがわかった。

　呂（2002）は，中国の1980～1997年の製造業データを用いて，産業構造

変化と経済成長の関係を分析した結果，構造的ボーナス効果は確認されたが，

極めて小さいこと，製造業の労働生産性の成長は主に「個別産業の労働生産

性成長」によるものであることが明らかになった。また，地域別で比較した
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結果，東部沿海地域は構造的ボーナス効果が弱く，西部地域や中部地域のよ

うな新興成長地域に同効果が強いとしている。

　李・盧（2007）は，中国の1985～2003年の製造業を重工業と軽工業に細

分化し，構造的ボーナス仮説を検証したところ，生産要素が労働生産性の高

い産業から低い産業への移動ではなく，低労働生産性産業の間に移動したた

め，製造業における産業間生産要素移動は労働生産性の成長にほとんど寄与

していない，すなわち構造的バードン効果が働いているとの結論を得られて

いる。また，同論文は中国における生産要素移動はまだ多くの障壁があるた

め，今後生産要素移動を活発化させる政策が必要であると指摘している。

2.3　生産要素移動による硬直性の問題

　経済企画庁（1982）は「市場経済の原理から言えば，各国の産業や雇用は

比較優位構造の変化に可能な限り速やかにかつ円滑に対応し，資本・労働・

技術といった生産要素を相対的に優位度の高まった産業部門に移り，他方相

対的に競争力を失いつつある部門からは生産要素が撤収されることとなる」

と論じている。しかし，すでに第2節に述べたように，このような比較優位

構造の変化に対応する調整，すなわち生産要素の産業間移動は硬直性を伴っ

ており，必ずしも容易に実現することではない。生産要素移動の硬直性をも

たらす原因として，経済的要因だけでなく，政策的・制度的な要因も挙げら

れる。とりわけ，中国では，地域間経済発展の不均衡と地域格差の拡大につ

れて，生産要素の地域的集中による新労働者需要の減少や戸籍制度など，労

働と資本といった生産要素が円滑に高生産性産業に移動することが困難であ

る。

　Lilien（1982）が1970年代の米国における循環的失業（Cyclical unemployment）

と労働者の産業間移動の関係を分析するために“Lilien Measure”という指

標を提示した。その後，多くの研究では労働市場の硬直性を計測する指標と

して用いている。Lilien Measureは以下のように計算される。
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　ただし，σはLilien Measureを表し，xは産業 iの労働者数，Xは全産業労

働者数，tは時点を表す。

　すなわち，Lilien Measureは各産業労働者数の変化率と全産業労働者数の

変化率の乖離を各産業労働者の対全産業労働者数の割合で重み付けをしたも

のである。Lilien（1982）によれば，σは（0≦σ≦+∞）の条件を満たされ，

σが0に接近する場合，i産業における労働者移動が全産業における労働者

移動よりも低調であることを意味し，i産業の労働者移動には硬直的である

ことが言える。逆にσが無限大の場合，i産業における労働者移動が全産業

における労働者移動より活発であることを意味し，i産業の労働者移動には

硬直性が小さいことが言える。以上からもわかるように，Lilien Measureは

相対的な指標であり，硬直性の絶対的な大きさを表す指標ではないことが注

意すべきである。

　Lilien Measureを利用して産業構造変化と労働生産性の関係を分析した研

究として，宮川ほか（2003）や経済産業省（2005）が挙げられる。宮川ほか（2003）

は日本の1990年代における経済成長の低迷の原因を探る問題意識で経済成

長率の影響要因，労働移動の硬直性の経済成長への影響について全産業，製

造業，非製造業を対象にそれぞれ分析した。その結果，変化幅が小さいもの

の，1987年から2000年までの間にLilien Measureが低下しており，とりわけ

1990年代後半に労働市場が硬直的であることが確認された（図1）。宮川ら

図1　日本におけるLilien Measureの推移
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は日本では労働市場における硬直性に対する改善が望まれ，労働移動を円滑

にするような制度の整備が必要であると指摘している。

　経済産業省（2005）はLilien（1982）と宮川ほか（2003）をもとに，1970

年から2000年までの生産要素移動の実質GDP成長率の関係について分析し

た。経済産業省（2005）の特徴として労働移動だけではなく，資本移動の非

B．製造業

C．非製造業

　　　　　　　出所：宮川ほか（2003）。
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．製造業
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出所：宮川ほか（ ）。
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効率性をも計測したことである。その結果，労働と資本の移動ではいずれも

Lilien Measureが低下しており，要素移動とりわけ労働移動による硬直性問

題がGDP成長率の低下要因の1つであると結論付けた（図2）。

2.4　硬直性問題の改善へ向けて

　上述したように，産業構造変化による生産要素移動は必ずしもスムーズに

行われない。経済成長を実現するためには産業構造調整とりわけ生産要素移

動を円滑化する必要がある。欧米諸国は1970年代の経済停滞を経験し，経

済成長率の低下とともに雇用需要の低迷も顕在化していた。このような構造

的問題に直面して，欧米諸国は力を入れて硬直性問題を改善しようとしてい

た。この節では主要な改善策である「アングロ・サクソン型アプローチ（The 

Anglo-Saxon approach）」，「大陸欧州型アプローチ（The Continental European 

approach）」および「オランダモデル（The Netherlands model）」についてそ

の手段および効果について概観する。

　経済産業省（2002）によれば，アングロ・サクソン型アプローチによる改

善策を採用した国はいずれも福祉国家型の「大きな政府」から市場主義が中

心である「小さな政府」へという移行が見られる。とりわけ労働政策におい

ては，失業者に対する保護政策の廃止や最低賃金制度の廃止などいずれも労

働者の就業意欲を喚起する政策を導入しており，労働者の自立的な職場回復

や労働者需要の創出を通じて労働市場における硬直性問題を解消しようとす

るものである。

　一方，大陸欧州型アプローチの政策については，従来から労働者保護が根

強いフランスとドイツに採用されており，経済産業省（2002）によれば，こ

れらの国では労働組合の力が強く，最低賃金や労働時間などを決めることも

労働組合に委ねられていた。したがって，上述した米国と英国と比べて，政

府による労働市場への介入は少なく，市場原理の導入もないため，労働市場

の硬直性問題が深刻であると言える。その改善策として，これらの国は最低
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賃金制度や労働時間に対する法改正を導入したが，失業者に対する保護や解

雇制限などの基本的な労働政策が変わりはなかった。したがって，米国とイ

ギリスにおけるアングロ・サクソン型アプローチによる雇用創出と比べて，

大陸欧州型アプローチによる改善策の効用は雇用維持にしか留まらないとし

ている（経済産業省（2002））。

　また，経済産業省（2002）にはオランダを取り上げて，アングロ・サクソ

ン型アプローチのような急激的な改革を伴わない，いわば「中間路線」的な

労働市場硬直性問題に対する改善策（オランダモデル）を述べている。具体

的にはオランダモデルが就業形態の多様化や非正規雇用の増加の2つの基本

方針にまとめられ，雇用者数を増加したとされている 3。

図3　欧米諸国の雇用調整パターン

　　出所：経済産業省（2002）第3章により整理。
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業集積が挙げられる。産業集積（Industrial Agglomeration）とは，比較的に限られた地域

に相互に関連の深い多くの企業が集めて立地する状態である。生産要素の産業間移動が産

業構造の動態的変化と言えば，産業集積は静態的な変化とも言える。この節ではまず産業

集積に関する理論を Marshall の伝統的集積理論，新産業空間論，産業地域論および内生

的発展段階論の順に整理し，それぞれの特徴と限界について議論する。その後，産業集積

に関する実証的な研究をサーベイし，先行研究の課題と改善策についてまとめる。

の伝統的集積理論

産業集積は経済学のみならず，経営学並びに地理学にもよく使われており，極めて学際

的な概念である。Marshall は“Principles of Economics 邦訳『経済学原理』”第 9 章の後半で，

「ある財の生産規模の拡大に由来して起こる経済を二分化することができる。その内，産

業の全般的発展に由来するものは外部経済であり，それに対して，個別企業の資源，組織

とその経営能率に由来するものは内部経済である」と集積の経済性について論じている

（邦訳 p.249）。
また同書の第 10 章によると，同種類の財・サービスを生産する小規模の企業はしばし

ばある特定の地域に集積するという傾向があり，すなわち特化的な生産により，集積の外

部経済性を享受することが可能となる。Marshall は特化の利点について，伝統的技能の伝

播と技術革新，補助産業の発達による産業ネットワークの形成，高度に特化した機械の導

失業率：高

失業率：低

労働市場の

柔軟性：低

労働市場の

柔軟性：高

フランス

ドイツ

大陸欧州型

（雇用維持）

・硬直的な労働市場

・手厚い失業給付

・厳しい解雇制限

・柔軟性の高い労働市場

・過剰な失業者対策の縮小と廃止

・職業訓練重視

・政労使合意による賃金抑制

・社会保障改革

・パートタイム労働者活用による雇用創出

米国

イギリス

アングロ・サクソン型

（雇用創出）

オランダ

オランダ・モデル

（就業形態の多様化）

大陸欧州型アプローチ

アングロ・サクソン型アプローチ

3 アングロ・サクソン型アプローチ，大陸欧州型アプローチおよびオランダモデルについ

てはSapir（2006）を参照されたい。
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3　産業集積

　前章でレビューした生産要素移動は産業構造変化の1つの形態であり，単

純に生産要素移動を産業構造変化と見なすことはできない。産業構造変化の

もう1つの形態として，産業集積が挙げられる。生産要素の産業間移動が産

業構造の動態的変化と言えば，産業集積は静態的な変化とも言える。この節

ではまず産業集積に関する理論をMarshallの伝統的集積理論，新産業空間論，

産業地域論および内生的発展段階論の順に整理し，それぞれの特徴と限界に

ついて議論する。その後，産業集積に関する実証的な研究をサーベイし，先

行研究の課題と改善についてまとめる。

3.1　Marshallの伝統的集積理論

　産業集積は経済学のみならず，経営学並びに地理学にもよく使われてお

り，極めて学際的な概念である。MarshallはPrinciples of Economics（邦訳『経

済学原理』第9章の後半で，「ある財の生産規模の拡大に由来して起こる経

済を二分化することができる。その内，産業の全般的発展に由来するものは

外部経済であり，それに対して，個別企業の資源，組織とその経営能率に由

来するものは内部経済である」と集積の経済性について論じている（邦訳

p.249）。

　また同書の第10章によると，同種類の財・サービスを生産する小規模の

企業はしばしばある特定の地域に集積するという傾向があり，すなわち特化

的な生産により，集積の外部経済性を享受することが可能となる。Marshall

は特化の利点について，伝統的技能の伝播と技術革新，補助産業の発達によ

る産業ネットワークの形成，高度に特化した機械の導入および特殊技能を持

つ労働者の市場の4つに帰納している。すなわち，産業集積を通じて，企業

はより先進的な知識・技術を生産要素として手に入ることができ，最終財を

生産する企業の周辺には原料や中間財などを提供できる企業が立地すること
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により輸送コストも低減され，新しい機械設備の導入および高度な技能を持

つ労働者の確保は労働生産性の向上に繋がるということである。さらに，こ

のようないわば「集積効果の連鎖」は個々の企業だけでなく，産業全体に波

及するため，マクロ的な生産高および生産性の向上が実現される。

　Marshallによる伝統的産業集積理論は集積に関する最初の問題提起として

大きな意義を有している。しかし，その理論にはいくつかの課題も残して

いる。まず，Marshallは経済性を外部経済と内部経済に分けたが，実際の分

析はいずれも外部経済の側面を中心に展開したと思われる。この点について

は，内部経済の重要性を強調するSchumpeterから批判を受けている。また，

Marshallの集積理論は規模の経済や大量生産体制という時代的な背景がある

ため，経済の成熟化とともに現れる知識創造やイノベーションに関する議論

がなかったことも注意すべきである。

3.2　Saxenianの新産業集積論

　上記のように，Marshallの伝統的集積理論は集積の外部経済性を中心に展

開していた。しかし，集積による経済性には外部経済性と内部経済性の両方

が存在し，両者は必ずしも分断的な存在ではなく，補完的な関係の存在が考

えられる（原田，2005）。そのため，産業集積がいかに経済（産業）成長に

影響するか，すなわち，集積のメカニズムを理解するためには，経済性を外

部経済性と内部経済性に分けて，その相違と相互関係を議論することが不可

欠である。また，Marshallによる伝統的集積理論は特定の歴史的な背景を有

するため，イノベーションに対する議論は欠けていることも問題である。

　Saxenianは上記の2つの問題に対して，地域産業システムに焦点を絞った

新産業集積論を提出している。Saxenianは著書Regional Advantage: Culture 

and Competition in Silicon Valley and Route 128（邦訳『現代の二都物語』）の

中で，シリコンバレーとルート128地域の事例研究を挙げて，外部経済論，

内部経済と外部経済の相互作用並びに地域要因の点から内部経済性と外部経
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済性の関係と地域産業システム形成のメリットを論じている。外部経済論に

ついて，Saxenianは次のようにまとめている。「産業の地域集中にともなっ

て外部経済が生まれてくる。専門技能，ベンチャー・キャピタル，専門の業

者やサービス，インフラストラクチャー，大学に近いことによる知識へのア

クセス，非公式な情報の流れなどが一体化となる（邦訳p.27）」。しかし，同

時にSaxenianは「集合体と外部経済の概念では専門化した技術や業者，そし

て情報の集合が，なぜシリコンバレーでは産業の進歩を推しすすめるダイナ

ミズムを生み出し，ルート128では停滞と衰退につながったのか，説明する

ことはできない（邦訳p.27）」と集積の外部経済性の有無だけに関する議論

の限界を指摘しており，外部経済性の有無ではなく，その中身や仕組みを分

析・対比する重要性を強調している。また，内部経済と外部経済の相互作用

について，SaxenianはMarshallの「互いに分断的な関係」を批判し，新たに

集積の内部にある「制度的・社会的諸関係」により，外部経済と内部経済が

相互連結している（邦訳p.28）とされる。新産業集積論の特徴ともいえる地

域要因について，Saxenianは伝統的な垂直統合の企業との比較をしながら，

「地域産業システム」という概念を導入し，そのメリットについて，「メーカー

は専門化によって自社の能力を高め，同時にほかの専門メーカーとの緊密で

はあるが排他的ではない交流を大切にする……企業どうしが相互交流を積み

重ねるなかから共通のアイデンティティと相互の信頼が生まれ，同時に競争

も激しくなっていく（邦訳p.24）」と述べている。すなわち，Saxenianの地

域産業システムの基礎は地域コミュニティ的な環境であり，地域の組織と文

化，産業構造，企業の組織構造という3つの要因が地域経済のタイプを左右

する（邦訳p.28）。この3つの地域要因に基づいて，Saxenianはシリコンバレー

とルート128について，シリコンバレーは技術のコミュニティや地域ネット

ワーク的な環境の存在により成長し，ルート128は従来的な互いに独立した

関係と情報の断絶により衰退したと指摘した。Saxenianは上述したように外

部経済性の効果を確かめたうえで外部経済と内部経済の相互作用の重要性
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を強調し，地域要因の問題提起をしたのである。しかし，Saxenianの新産業

集積論にはいくつの課題も残されている。1つ目は，企業は投資から直接利

益を得られないため，リスクを分散させるための専門知識や情報は外生的

ショックによる不景気の時には引き続き提供するインセンティブがないこと，

2つ目は，ネットワーク型システムでは経済活動が比較的狭い地域に集中す

るため，その地域には交通渋滞や地価上昇や環境問題など大きな負担がかか

ること（邦訳p.284）である。3つ目については，制度的・社会的諸関係はあ

くまでも理論的な議論であり，シリコンバレーの特徴である地域ネットワー

ク的な環境の創造も現実的には非常に難しいことである。シリコンバレーの

ような地域は政府主導的に形成される部分もあるが，最も重要な形成要因は

その地域の「風土」である。すなわち，Saxenianの論じた地域ネットワーク

は政府主導的な集中作業ではなく，大学や民間企業さらに高水準の研究者や

専門的な労働者が長期間にわたり漸進的にこの地域に移入することで形成さ

れたものである。この点から見れば，シリコンバレーのような地域ネットワー

クを形成するのは時間的な費用だけではなく，地域の風土を変えるための柔

軟な制度設計と長期的な成長予見が必要である。にもかかわらず，Saxenian

はMarshallが提唱した外部経済性重視論を批判しながら，外部経済性と内部

経済性の関係性について議論したこと，また，Marshallの伝統的集積理論の

枠組みに入れなかった技術伝播とイノベーションについて議論したことは非

常に現実的かつ有用であると考えられる。

3.3　産業集積に関する実証研究からの示唆

　産業集積の外部経済性を実証的な分析することが盛んになっており，関連

文献も多数存在している。実証研究の多くは産業集積の外部経済性を検証す

るものであり，主要な焦点は，MAR（Marshall Arrow Romer）型外部経済性

と Jacobs型外部経済性の2つに絞られている。MAR型外部経済性は地域特

化により生じた外部経済性であり，知識のスピルオーバーが主に同業種産業
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の間に存在することで，地域特化と高水準の労働者の集中は地域のイノベー

ションをもたらし，結果として生産性や地域経済が成長することである。一

方，Jacobs型外部経済性は都市化により生じた効果であり，地域にある異業

種集積は知識のスピルオーバーを促進でき，多様性が大きければ大きいほど，

知識のスピルオーバーが加速し，多様性は競争を通じて，高い生産性と地域

経済成長を産み出すことである（Glaeser et al.，2002）。

　産業集積の外部経済性（集積効果）を実証的に研究する文献は多く存在す

るが，研究対象，期間および方法により結論は大きく異なっている。MAR型

外部経済性と Jacobs型外部経済性を対象とした先行文献として， Ciccone and 

Hall（1996），Ciccone（2002），大塚ほか（2011），原・宋（2011）， Martinez-

Galarraga（2008）が挙げられる。また，専ら Jacobs型外部経済性を検証した

文献として，Henderson et al.（2003）と Neffke et al．（2011）がある。

　Ciccone and Hall（1996） はアメリカの州データを利用し，集積経済の収益

逓増の点からアメリカの州の間に生じる労働生産性の格差を分析している。

その結論として，州レベルの雇用密度は労働生産性成長に関係があり，雇

用密度が2倍に増加すると，労働生産性が約6％成長する。さらに，およそ

50％の労働生産性の格差は経済活動における密度の格差によって解釈でき

ることが明らかになっている。

　Ciccone（2002）は，フランス，ドイツ，イタリア，スペイン，イギリスを

対象に，産業集積が地域経済への影響，とりわけ雇用密度が労働生産性の成

長に対する影響を分析しており，次の結論を得られている。すなわち，①サ

ンプルの5つの国には産業集積が存在し，その程度は国・地域により大きく

異なること，②雇用密度に関する労働生産性の弾性値は0.45であることを推

定し，この数値はアメリカを対象とした分析（Ciccone and Hall，1996）とほ

ぼ同じであること，③労働力の移動が産業集積を通じて労働生産性の向上を

引き起こす要因として認められることである。

　Henderson et al.（2003）は，米国の都市データを利用して，成熟産業とハ
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イテク型産業における Jacobs型外部経済性を分析している。その結果，鉄鋼

業や繊維業などのような成熟産業における同外部経済性は存在しているが，

その影響は非常に小さいである。一方，ハイテク型産業の場合，同影響は大

きく，ハイテク型産業の集積規模の拡大にも影響を及ぼしたと結論付けてい

る。

　Martinez-Galarraga J（2008）は，スペインの工業データを利用して，産業

集積と労働生産性との関係を分析している。その結論として，①1860年か

ら1985年までの間には，労働者数で測る集積度である就業密度が2倍に上昇

すると，工業部門の平均労働生産性が3～5％上昇する。②1985年から1999

年までの間には，集積による労働生産性の成長効果はますます低下しており，

その原因として，集積による混雑度の上昇が集積による収益を相殺している

と推測されている。したがって，集積による労働生産性成長効果は初期段階

には高いが，徐々に低下していく，つまり産業集積による労働生産性の成長

効果は時間とともに逆U字に従うと結論付けられている。

　大塚ほか（2011）は，1980年から2005年までの日本の47都道府県と中国

地方（岡山県，広島県，鳥取県，島根県，山口県）の製造業と非製造業にお

ける集積効果を検証した。その結論として，①労働生産性に対する集積効果

の影響は製造業，非製造業とともに，都市化の経済が地域特化の経済を上回

る傾向にあることが明らかとなったが，産業成長に対する寄与について，製

造業，非製造業ともに，地域特化の経済の影響が都市化の経済の影響を上回

り，地域特化の経済が産業成長の原動力であることが明らかとなった。（全

産業に対する集積の労働生産性への弾力性は0.0811で，製造業は0.0969，非

製造業は0.0964になっている）②製造業業種別でみると，地域特化の経済と

都市化の経済が顕在化している業種は異なることを示す結果が得られた③中

国地方における産業別集積効果について，中国地方では地域特化の経済の成

長寄与度は都市化の経済よりはるかに大きいこと。その原因として，人口密

度の低下（特に鳥取，島根，山口）の影響が考えられる。人口密度が増加し
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ている広島と岡山では都市化の経済が産業成長に正の影響を及ぼした。

　原・宋（2011）は， 1996年から2008年までのサービス業データを用いて，

中国における産業集積と労働生産性の成長との関係を分析している。その結

論として，①地域特化によるサービス業の生産性成長効果はプラスであり，

地域特化が1倍高めると，地域の労働生産性は平均0.44倍に成長できる。一

方，都市化による同効果はマイナスであり，都市化が1倍高めると，地域の

労働生産性は逆に平均0.11倍低下することになる。②地域を比較してみると，

地域特化と都市化はいずれも地域格差が大きいことが確認できている。また，

地域特化と都市化による労働生産性の成長効果はいずれも東部沿海地域が高

く，中部地域が低いことが明らかとなっている 4。

　Neffke et al.（2011）は，スウェーデンの1974-2009年の製造業を対象に

Jacobs型外部経済性を検証し，製造業の発展段階により，競争やイノベーショ

ンの仕方も異なるため，集積による Jacobs型外部経済性も異なるという結論

を得た。具体的には，発展の初期段階では Jacobs型外部経済性が大きく産業

に作用するが，中間段階であると同影響は縮小し始め，成熟段階になると，

同影響は促進ではなく，産業発展に阻害するような影響を発揮することが確

認した。このような逆U字型の結果はMartinez-Galarraga J（2008）の結果と

一致しているが，その理由について，Neffkeらは産業発展の初期段階におけ

る Jacobs型外部経済性は新しい生産技術の創出や製品品質の向上などに寄与

するが，生産過程の標準化や機械化が進むことにつれて，集積は産業間にお

ける技術のスピルオーバーを阻害するようになると論じている。

　上述した先行研究には研究対象と手法などが異なるため直接比較すること

が難しいものの，集積効果が存在することが一致されている。また，研究対

象となる産業・地域により，集積効果の大きさおよびその符号に差異が存在

4 原・宋（2011）においては，東北，華北，華東，華南，華中，西北，西南という地域の

分け方を使用している。その内，華北と華中は本研究にある中部地域，華東と華南は東部

沿海地域，西北と西南は西部地域とそれぞれ相当する。
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することが明らかになっている。また，MAR型外部経済性は第二次産業が

中心とした地域ではプラスの強い影響を及ぼし，Jacobes型外部経済性は第

三次産業が集積した地域またはハイテク産業の集中した地域ではプラスの効

果を発揮することがほとんどであることがわかる。しかし，各先行研究は

次のような課題も残されている。まず産業集積は地域特化と都市化を含む概

念であり，その一方に関する分析は不十分である。とりわけ製造業について

は地域特化についての議論が多いが，都市化の議論を加える研究が少ないこ

とである（原・宋，2011）。2つ目は産業別集積効果を多く研究してきたが，

地域の特徴および他産業からの影響を考慮した分析が少ないことが挙げられ

る（Ciccone and Hall，1996，Ciccone，2002）。③中国に関する分析における

産業別資本ストックはフローのデータそのまま使用していることが挙げられ

る（原・宋，2011）。

4　生産要素移動に関する分析

 上述した諸理論に基づき，筆者がこれまでいくつかの論文通じて，生産要

素移動について実証的に分析していた。

　中国遼寧省の製造業における構造的ボーナス効果の有無を検証し，その結

果を李博「産業構造要因と生産性の変化からみた遼寧省産業の課題」2013年，

（参考文献［14］）において発表した。検証の特徴は産業を労働集約型，資本

集約型および技術集約型に分類して分析することと独自に遼寧省の産業別資

本ストックを計算したことである。その結論として，表1の示したように，

①全製造業の労働生産性の成長に関して，Intra Effect が大きいのに対して，

構造変化効果が非常に小さく，しかも全期間においてDynamic Shift Effectは

プラスからマイナスに転じていることから，構造的バードン効果が働いてい

ることがわかる。②労働集約型製造業においては，Static Shift Effectがマイ

ナスからプラスに転じており，構造的ボーナス効果が作用していることで
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ある。③資本集約型と技術集約型製造業においてはいずれもDynamic Shift 

Effectがプラスからマイナスへの変化が観測されており，構造的バードン効

果が働いていることを意味する。構造的バードン効果が生じた原因として，

労働者のスキルレベルの低さや産業間移動の硬直性が考えられる。また，労

働集約型製造業の構造的ボーナス効果が大きい（合計寄与率22.8％）ことか

ら，労働移動は労働生産性成長の促進要因の1つであることが推測された。

　また，中国の地域別データを用いて，製造業における生産要素移動と労働

生産性成長の関係を分析した結果は李博「中国における産業構造変化と経済

成長の関係」2015年（参考文献［15］）において発表した。この分析の結果

について表2の示したように，①労働移動による要素移動効果について地域

別では東部沿海が負であったのに対して，東北，西部，中部地域では正と

なっている。②資本移動による要素移動効果については，地域別ではいずれ

も負となっている。また，表3の示したように，労働移動と資本移動はいず

れも硬直的であり，とりわけ2003年以降には硬直性の問題が深刻化してい

表1　生産性シフトシェアの結果

A．前期（1999～2002年）

　注：全製造業のDynamicは -0.0001である。

B．後期（2005～2007年）

　出所：李（2013）。
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る。さらに，Lilien Measureと製造業労働生産性の対前年伸び率の相関係数

を点検したところ，労働移動によるLilien Measureと労働生産性の相関係数

は0.403であり，5％水準で有意となっている。資本移動との相関係数は0.321

表2　労働生産性成長分の要因分解の結果（全期間）

A．労働移動

B．資本移動

　出所：李（2015）。
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る Lilien Measure と労働生産性の相関係数は 0.403 であり，5%水準で有意となっている。

資本移動との相関係数は 0.321 であり，労働移動と比べて弱いが，10%水準で有意である。

Lilien Measure が高いことは生産要素移動の硬直性が緩和することを意味するため，硬直

性問題の深刻化は製造業の労働生産性成長を阻害する 1 つの原因であるとみられる。

表 労働生産性成長分の要因分解の結果（全期間）

．労働移動

寄与度 寄与度 寄与度 寄与度

東北

西部

中部

東部沿海

．資本移動

寄与度 寄与度 寄与度 寄与度

東北

西部

中部

東部沿海

注：全製造業の は である。

 

出所：李（ ）。

 

出所：李（ ）。

 

表3　生産要素移動の硬直性の変化

A．労働移動

B．資本移動

　　　　　　　　出所：表2に同じ。

14 
 

表 生産要素移動の硬直性の変化

．労働移動

前期 後期

東北

西部

中部

東部沿海

実数 変化幅

．資本移動

前期 後期

東北

西部

中部

東部沿海

実数 変化幅

さらに，サービス業と非サービス業という区分をもとに，中国における産業間労働移動

のマクロ労働生産性成長への影響について李博「中国経済のサービス化と労働生産性成長

－地域別データによる検証」2016 年（参考文献［15］）を分析した結果，表 4 の示したよ

うに，静態的シフト効果と動態的シフト効果を取り上げて構造変化効果を比較すると，前

期には全国およびほとんどの省で両者はともに負であり，サービス業のシェア拡大が全産

業労働生産性成長を阻害していることがわかる。さらに後期になると，構造変化効果の大

きさについては，多くの省では前期と同様な傾向であるが，構造変化効果の値がマイナス

1 を下回る省が多く，サービス業のシェア拡大による全産業労働生産性成長への引き下げ

効果が強まっているといえる。その原因として，サービス業の平均労働生産性が比較的に

低いことや産業構造変化の硬直性問題などが挙げており，今後中国において労働者の質向

上や高付加価値率のサービス業の創生，サービス業と非サービス業の間の労働移動を活発

化する政策設計などの重要性が明らかになった。

出所：表 に同じ。
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表 生産要素移動の硬直性の変化

．労働移動

前期 後期

東北

西部

中部

東部沿海

実数 変化幅

．資本移動

前期 後期

東北

西部

中部

東部沿海

実数 変化幅

さらに，サービス業と非サービス業という区分をもとに，中国における産業間労働移動

のマクロ労働生産性成長への影響について李博「中国経済のサービス化と労働生産性成長

－地域別データによる検証」2016 年（参考文献［15］）を分析した結果，表 4 の示したよ

うに，静態的シフト効果と動態的シフト効果を取り上げて構造変化効果を比較すると，前

期には全国およびほとんどの省で両者はともに負であり，サービス業のシェア拡大が全産

業労働生産性成長を阻害していることがわかる。さらに後期になると，構造変化効果の大

きさについては，多くの省では前期と同様な傾向であるが，構造変化効果の値がマイナス

1 を下回る省が多く，サービス業のシェア拡大による全産業労働生産性成長への引き下げ

効果が強まっているといえる。その原因として，サービス業の平均労働生産性が比較的に

低いことや産業構造変化の硬直性問題などが挙げており，今後中国において労働者の質向

上や高付加価値率のサービス業の創生，サービス業と非サービス業の間の労働移動を活発

化する政策設計などの重要性が明らかになった。

出所：表 に同じ。
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であり，労働移動と比べて弱いが，10％水準で有意である。Lilien Measure

が高いことは生産要素移動の硬直性が緩和することを意味するため，硬直性

問題の深刻化は製造業の労働生産性成長を阻害する1つの原因であるとみら

れる。

　さらに，サービス業と非サービス業という区分をもとに，中国における産

業間労働移動のマクロ労働生産性成長への影響について李博「中国経済の

サービス化と労働生産性成長－地域別データによる検証」2016年（参考文

献［16］）を分析した結果，表4の示したように，静態的シフト効果と動態

的シフト効果を取り上げて構造変化効果を比較すると，前期には全国および

ほとんどの省で両者はともに負であり，サービス業のシェア拡大が全産業労

働生産性成長を阻害していることがわかる。さらに後期になると，構造変化

効果の大きさについては，多くの省では前期と同様な傾向であるが，構造変

化効果の値がマイナス1を下回る省が多く，サービス業のシェア拡大による

全産業労働生産性成長への引き下げ効果が強まっているといえる。その原因

として，サービス業の平均労働生産性が比較的に低いことや産業構造変化の

硬直性問題などが挙げており，今後中国において労働者の質向上や高付加価

値率のサービス業の創生，サービス業と非サービス業の間の労働移動を活発

化する政策設計などの重要性が明らかになった。

　李（2016）ではまた，産業構造変化が労働生産性成長率に長期的にどのよ

うな影響を及ぼすか，すなわち構造変化効果の持続性を検討するために，表

5のように，構造変化要因である静態的シフト効果と動態的シフト効果のそ

れぞれ2期間の差と2004～2013年の労働生産性倍率との相関係数を地域別

に計算した。その結果，静態的シフト効果と動態的シフト効果の2期間差は

いずれも労働生産性の倍率と正の相関関係が確認され，とりわけ静態的シフ

ト効果は1％水準で有意となっている。すなわち，産業構造変化（労働移動）

が活発した地域ほど，労働生産性成長の成長倍率も大きいという関係を明ら

かになった。

－22－ 22



新興国の経済成長と産業構造変化

表4　生産性シフトシェアの結果

　　　　　出所：李（2016）。
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表 生産性シフトシェアの結果

全国

北京

天津

河北

山西

内モンゴル

遼寧

吉林

黒竜江

上海

江蘇

浙江

安徽

福建

江西

山東

河南

湖北

湖南

広東

広西

海南

重慶

四川

貴州

雲南

チベット

陜西

甘粛

青海

寧夏

新疆

前期（2004～08年） 後期（2008～13年）

李（2016）ではまた，産業構造変化が労働生産性成長率に長期的にどのような影響を及

ぼすか，すなわち構造変化効果の持続性を検討するために，表 5 のように，構造変化要因

である静態的シフト効果と動態的シフト効果のそれぞれ 2 期間の差と 2004～2013 年の労

働生産性倍率との相関係数を地域別に計算した。その結果，静態的シフト効果と動態的シ

フト効果の 2 期間差はいずれも労働生産性の倍率と正の相関関係が確認され，とりわけ静

態的シフト効果は 1%水準で有意となっている。すなわち，産業構造変化（労働移動）が

活発した地域ほど，労働生産性成長の成長倍率も大きいという関係を明らかになった。

出所：李（ ）。
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　上記の各研究の結果を要約すると，①中国では産業構造変化が進行してい

るにもかかわらず，経済成長とりわけ労働生産性成長への影響が極めて限定

的であること，②産業間の労働移動は必ずしも低労働生産性の産業から高労

働生産性の産業へ移動することではなく，サービス業や労働集約型製造業の

労働者数シェアの上昇は，マクロ労働生産性成長を妨げる重要な一因である

こと，③硬直性問題の影響により産業間労働移動がうまく進めないことも多

くあり，これも構造変化効果を低減させる大きな原因の1つであることが明

らかになっている。

5　新興国産業政策のために

　本研究により，生産要素移動と産業業績の点から産業構造変化の経済成長

への影響について先行文献も含め自らの実証分析の結論をレビューし集約し

た結果，新興国に多く見られる生産要素移動の硬直性の問題とその改善策の

有効性とさらなる課題が明らかになる。

　まず，生産要素移動については，構造的ボーナス仮説を検証した先行研究

の多くには，構造的ボーナス効果が確かに存在し，先進国よりも新興国のほ

うの同効果が強いという結論が得られている。すなわち，生産要素移動が経

済成長の初期段階に大きな役割を果たし，その効果は時間とともに低下して

いくことが明らかになった。その理由は，構造的ボーナス仮説では労働と資

本といった伝統的な生産要素移動のみを対象にしたが，知識・技術のスピル

表5　構造変化要因の変化と労働生産性倍率の相関係数（31省・自治区・直轄市）

注：***は1%水準で有意，**は5％水準で有意，*は10％水準で有意を意味する。

出所：表4に同じ。
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表 構造変化要因の変化と労働生産性倍率の相関係数（ 省・自治区・直轄市）

Static差（後期-前期） Dynamic差（後期-前期）

労働生産性倍率

（2013/2004）

上記の各研究の結果を要約すると，①中国では産業構造変化が進行しているにもかかわ

らず，経済成長とりわけ労働生産性成長への影響が極めて限定的であること，②産業間の

労働移動は必ずしも低労働生産性の産業から高労働生産性の産業へ移動することではな

く，サービス業や労働集約型製造業の労働者数シェアの上昇は，マクロ労働生産性成長を

妨げる重要な一因であること，③硬直性問題の影響により産業間労働移動がうまく進めな

いことも多くあり，これも構造変化効果を低減させる大きな原因の 1 つであることが明ら

かになっている。

新興国産業政策のために

本研究により，生産要素移動と産業業績の点から産業構造変化の経済成長への影響につ

いて先行文献も含め自らの実証分析の結論をレビューし集約すると，新興国に多く見られ

る生産要素移動の硬直性の問題とその改善策の有効性とさらなる課題が明らかになる。

まず，生産要素移動については，構造的ボーナス仮説を検証した先行研究の多くには，

構造的ボーナス効果が確かに存在し，先進国よりも新興国のほうの同効果が強いという結

論が得られている。すなわち，生産要素移動が経済成長の初期段階に大きな役割を果たし，

その効果は時間とともに低下していくことが明らかになった。その理由は，構造的ボーナ

ス仮説では労働と資本といった伝統的な生産要素移動のみを対象にしたが，知識・技術の

スピルオーバーやイノベーションなどのいわゆる「新型生産要素」を分析していないから

である。

次に，Marshall の伝統的集積理論から Saxenian の新産業集積論までの産業集積理論を整

理したとともに，MAR 型外部経済性と Jacobes 型外部経済性を分けて実証的研究をレビ

ューした。その結果，集積効果が確かに存在すること，産業・地域により，集積効果の大

きさおよびその符合に差異があること，MAR 型外部経済性は第 2 次産業が集積した地域

に，Jacobes 型外部経済性は第 3 次産業が集積した地域にプラスの効果を発揮しているこ

とが明らかになった。

生産要素移動は単純に労働と資本の物理的移動を指しているのに対して，産業集積は経

済の外部性と内部性の相互作用と地域産業システム・コミュニティの形成により，イノベ

ーションを通じて経済に影響を与えるため，生産要素移動よりもマクロ経済及ぼす影響が

強い。しかし，今までの産業集積に関する議論もいくつかの限界がある。1 点目としては

Saxenian（1994）の指摘したように，これまでの産業集積に関する議論はほとんど外部性

にとどまっており，集積の外部経済性と内部経済性の関係を分析するものが少なく，また

内部性についてどのように扱うかという定論がない。2 番目は大塚（2004）の指摘したよ

うに，集積の経済成長への影響は時間的範囲から静態的な側面と動態的な側面があるが，

先行文献の多くは静態的な側面に焦点があてられていた。持続的な経済成長を問題意識と

すれば，新興国の自助型産業政策の効果を求める生産性成長という動態的な側面の分析に

力を入れる必要がある。

注： は 水準で有意， は 水準で有意， は 水準で有意を意味する。

出所：表 に同じ。
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オーバーやイノベーションなどのいわゆる「新型生産要素」を分析していな

いからである。

　次に，Marshallの伝統的集積理論からSaxenianの新産業集積論までの産業

集積理論を整理したとともに，MAR型外部経済性と Jacobes型外部経済性を

分けて実証的研究をレビューした。その結果，集積効果が確かに存在するこ

と，産業・地域により，集積効果の大きさおよびその符合に差異があるこ

と，MAR型外部経済性は第2次産業が集積した地域に，Jacobes型外部経済

性は第3次産業が集積した地域にプラスの効果を発揮していることが明らか

になった。

 しかし，今までの産業集積に関する議論もいくつかの限界がある。1点目

としてはSaxenian（1994）の指摘したように，これまでの産業集積に関する

議論はほとんど外部経済性にとどまっており，集積の外部経済性と内部経済

性の関係を分析するものが少なく，また内部性についてどのように扱うかと

いう定論がない。2点目は大塚（2004）の指摘したように，集積の経済成長

への影響は時間的範囲から静態的な側面と動態的な側面があるが，先行文献

の多くは静態的な側面に焦点があてられていた。持続的な経済成長を問題意

識とすれば，新興国の自助型産業政策の効果を求める生産性成長という動態

的な側面の分析に力を入れる必要がある。

　生産要素移動は単純に労働と資本の物理的移動を指しているのに対して，

産業集積は経済の外部性と内部性の相互作用と地域産業システム・コミュニ

ティの形成により，イノベーションを通じて経済に影響を与えるため，生産

要素移動よりもマクロ経済に及ぼす影響が強い可能性がある。

　以上のさらなる研究は，新興国が自ら健全な経済発展を目指すために有効

となるだけではなく，先進国が新興国に対する経済協力として十分に認識し

ておかなければならないところである。
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